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私はかねて拙著『会社法規部の研究』その他で，企業経営において，法的
危険を未然に予見し，訴訟を回避するシステムの創造は企業にとっては投資
(investment）であり，訴訟の回避つまり予防法務の企業内の実践のシステ
ム化を推進する完全なる法規部の形成は，企業にとって経営的費用（ｍana‐
gementcost）であると主張してきた。本稿は，その法規部の長にある法規
部長の役割をテーマとするものである。
（１）
さて，ジョンＪ・クリードン氏は，その論文Ｌａｚ(ﾉjﾉeγα"cノＥ"ｃｃ"tjz）ｃ－ＴｈＣ
（２）
Ｒｏ/ＣＱ/・ﾉﾉteGe7?e、ノＣＯ""Scノの中で，法規部長（generalcounsel）の要
件として，高い品性（moralcharacter)，傑出した法律的才能（legal
abibity）と鋭い事業洞察力（businessacumen）を求めている。また，
３）
元ハーヴァード大学ビジネススクーノレの`ジョセフ・アーバック教授の論文
（４）
CCZ〃/"s/`CCC""Scノz(ﾉcαγ/z(ﾉｏｈα'ｓの中で，企業の経営計画（corporate
planning）に参加する社内弁護士（houselawyers）主として法規部長
(generalcounsel)は，客観性（objectivity)を失うか？という問題点を提
２起しながら社内弁護士の役害Uを論じている。かねてより会社法規部のdisa‐
(3)の２
.Vantageとして論じられてきたところである。
本稿は，この二つの会社法規部長論を紹介し，素材にし，すでに発表した
（５）試論を再構築しながら，会社法規部長の役害U１こついて若干の私見を述べるも
（６）
のである。
(1)ジョンＪ・クリードン（JohnLGreedon）氏は＿本論文発表当時は，ニュ
ーヨーク州弁護士会の会員で，メトロポリタン生命保険会社（Metropolitan
LifeInsuranceCompany)の社長であり，最高経営責任者(chiefexecutive
officer）であった。
(2)本論文「法律家と経営者一社内弁護士の役割」は，AmericanBarAsocia
tionが刊行しているTheBusinessLawyer；vol、39,november（1983）に
発表されたものである。本稿では，本論文を「クリードンの法規部長論」という。
(3)ジョセフ・アーバヅク（ProtJosephAuerbach）教授は，本論文発表当
時はハーヴァード大学ビジネススクールの教授。なお，同教授の経歴等について
は，大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』222頁以下学陽書房（1986年)。
(3)の２DavidSRuder;ＣＯ”oγα/ｅＬａｚ(ﾉ、”αγ'"zclz'Ｍ〃ＭＭＣγ〃ＣＯγPCγαﾉﾉｰ
ｏ"s，TheBusinessLawyer，vol、23,ｎｏ２，pp341-363（1968)，大矢息生
「いわゆるルーダーの会社法規部論」比較法制研究３号95頁以下（1978年)。
(4)本論文「社内弁護士は２足のわらじを履くことができるか？」は，Harvard
BusinessSchoolが刊行しているHarvardBusinessReview；septem
ber-otober（1984）に発表されたものである。本稿では，本論文を「アーパック
の社内弁護士論」という。
(5)大矢息生「社内弁護士」(1)～(3)比較法制研究(1976~7,1981)，同『社内弁護士
の研究」143頁以下第一法規出版0982)。
(6)本稿は，拙稿「会社法規部の役割」国士舘法学22号（1990）１頁以下のいわ
ば続編的小論である。
２法規部員の役割
（１）完全なる会社法規部員の役割
会社法規部（1egaldepartment，ｌａｗdepartment）の定義，機能，形
態と，日米企業を比較的考察を加えながらの会社法規部の形成発展過程等に
（１）
ついては，すで1こB|｣箸等その問題点を述べてきた。本稿で課題とする会社法
法規部長小論（大矢）３
規部は，いわゆる“完全なる会社法規部，’であり，法規部員は，社内弁護士
を意味するものである。私見では完全なる会社法規部とは，特定企業に必要
とされるあらゆる法律事務（企業法務）を一元的，集中的，統一的，予防法
務的かつ戦略法務的に処理するための純法律家と準法律家から構成される法
律専門の補助またはサービス部署（auxiliaryorservicedivision）であ
（１）の２
ると解してし､る。
この完全なる会社法規部には次の特質を有する。すなわち，第一の特質は，
企業経営上のあらゆる法律事務を一元的・集中的に処理する部署である。法
律専門家による法律事務を一元的かつ集中的に処理することにより法律事務
を迅速かつ正確に処理できる。第二の特質は，企業経営上のあらゆる法律事
務や法的危険を予防法務的かつ戦略法務的に処理する部署である。つまり，
法規部の機能は，会社を裁判に巻き込まれないようにするだけではないので
ある。法律専門家によって，企業経営上の意思決定のための法的要素を反映
させ，企業経営の政策決定に影響する恐れのあるあらゆる法的危険を未然に
防ぐための統一的解明と戦略法務的処理を行うことができる。第三の特質は，
会社法務の法律専門のサービス部署であると共に，戦略法務を志向するゼネ
ラル・スタップである。第四の特質は，純法律家である弁護士と企業ジュリ
スト（corporatejurist）等の準法律家からシステム化された法律専門家の
集団としての部署である。
以上のように，完全なる社会法規部は，その人的組織構成を社会弁護士を
中心とする純法律家型法規部を理想としている。このような会社法規部の形
態を純法律型法規部といい，これに対して純法律家以外の企業ジュリストと
いう準法律家を中心とし，必要に応じて社外弁護士を利用し，その助言と助
力を得る準法律家型法規部というが，本稿で理想とするわが国の企業におけ
る法規部は，前述したようにその両者の折衷的会社法規部を志向している。
この会社法規部は機能的には，ゼネラル・スタッフ型法規部へ発展しており，
経営と法律との係わりあいは，“法律（法的危険）を予言する二屯のであり，
企業経営の意思決定において経営判断に法律判断が優先するものである。こ
４のような会社法規部は戦略的法務，すなわち主として社内弁護士が経営戦略
(Strategicplanning）に参加する法務を中心とする企業法務を行うもので
ある。アーバック教授は，このような完全なる会社法務部の法規部員の役割
に関する論文である。
（２）アーバック教授の法規部員論
会社法規部の機能的な面からゑた形態一すなわち一般論として，会社法規
部の形成発展過程でサーピススタップ（servicestaffdivision）からスペ
シャリスト型(specialistdivision)，さらに,ゼネラルスタッフ型(general
staffdivision）へと発展し完全なる会社法規部が創造された場合，その法
規部は，トップ・マネージメントに直結しその法規部長は取締役会のメン
バーとなり，経営者の立場になる。取締役会のメンバーとまでいかない法規
部員として，経営者の経営計画に参画することになるのである。もともと，
法律家の仕事は，本質的には経営を企画し組織することであり，法律家の本
質は，法律的解釈に親しむことではなく如何なる物事でもやりおおせる創造
（２）
的な技術だといわれてきたようlこ，アメリカのビッグピジネスにおける法規
部員である社内弁護士の多くは，経営戦略に参加し経営者の立場に立って創
(2)の２
造的な助言を行っているのである。
アーバックの社内弁護士論では，その冒頭において筆者自らの体験に基づ
き社内弁護士が経営戦略に参加する企業が多く，その社内弁護士が多くは，
有能であるが，その戦略計画を社内弁護士に任せることについてアーバック
教授は懸念している。すなわち，いかに有能な社内弁護士といえど戦略計画
の完成後，経営者の立場を降りて法律家の衣を纏ったとぎ，彼らは法律的な
客観性を失いがちであり，この客観性の喪失が，計画実行の際に深刻な問題
となって現れる，というのである。アーパックの社内弁護士論のタイトルの
ように，Caninsidecounselweartwohats？なのである。
この点については，すでにマドック氏がその論文ＴﾉlzeCoゆｏＭｊｏｊｚＬｏ２ｕ
（３）
、幼αγ〃c"/で法規部(員)のadvantagesに対するdisadvantagesとして
法規部長小論（大矢）５
（４）
指摘してし､るところである。すなわち，マドックの会社法規部論では，弁護
士としての法規部（員）を人的構成とする法規部の有利性として，第１に事
（５）実の認識（Knowledgeoffacts）をあげてし､る。すなわち，事実をよく認
識していること。法規部員(keptlawyer)としての社内弁護士は，会社の実
態をよく知っており，会社の法的問題の原因となった背景の事実について社
外弁護士よりも的確に認識し把握している。この社内弁護士の｢事実の認識」
(knowledgeoffacts）は，会社法規部の最も重要な利点といえる。
（６）第２の有禾U性Iま，予防法(preventivelaw）務の実践をあげている。すな
わち，法的危険の予防的機能があること。会社法規部を長期的見地からゑて
重要なことは，社内弁護士を通じて企業が不適当な行為とか不当な法的危険
をともなうコースを歩む前に，的確な通路にその企業活動を導いてくれると
いう。完全なる法規部を有する企業は，日常的なことを決定する時から弁護
士に討議に参加させることによって，会社事業の全般にわたって法的危険を
予防する機能を備えさせている。第３の有利性は，企業の管理者や従業員に
対する教育的機能（educationalprocedure）をあげている。
マドックの会社法規部論は，以上のような社内弁護士を擁する会治法規部
（７）
にも次のような不利性があるという。すなわち，社内弁護士と会社との間lこ
密接な関係が生まれ，社内の事情にうとくなり，社内弁護士がその細部の活
動と全体との密接な関係を見逃しがちになり，さらに会社の方針に盲従する
危険があり，そのうえ，社内弁護士は法的な視点よりビジネスの観点から法
（８）
津問題を考えようとする危険性力:あるという。
このような社内弁護士としての法規部（員）の不利性を危険という側面か
ら検討すると，次の三つの危険性をあげることができる。
法規部員の第一の危険性は，社内弁護士は，会社の方針の前にはイエス・
マンたることの危険性である。社内弁護士は，会社との関係は，通常雇用関
係にある。つまり，“雇われの身，’であり,主君たる経営者に対して忠実に勤
める義務がある。この主従関係が，とかく経営者の方針に対して“イエス・
マン,，たる態度をとる危険性がある。第二の危険性は，法的観点よりも，ビ
６ジネスの観点より法律事務を処理しがちな危険性がある。第三の危険は，社
外の事'肩にうとくなるという危険性がある。これは，いわゆる“おかかえ弁
護士，，（keptlawyer）は，原則として一人の依頼者，すなわち，ただ自分
が雇われている会社一社のために働くという背景が社外の事‘情にうとくなる
という危険性が社内弁護士の性格に内在しているといえる。
アーパックの法規部長論は，この第一と第二とりわけ，後者にかかわる社
内弁護士は，企業の経営計画に参加すると客観性を失うか？また，社内弁護
士は経営者の立場から離れられないのか？という問題点を提起しているとい
（９）
jえる。
この問題点は，実は社内弁護士と社外弁護士（outsidecounsel）の役割
と態度の差異からくる問題であるといえよう。白から社内弁護士と社外弁護
士という両面の経験を持つアーパック教授は，次の二つの事実を確信してい
（１０）ろという。第一は，社内弁護士力:戦略立案に関われば，言い逃れ的な経営上
の問題が生じること。第二は，経営陣と共に戦略計画に参加したうえで，そ
の計画の法律的危険性を客観的に分析できる社内弁護士は滅多にいない，と
いうことである。
この社内弁護士の“客観性を失う，，問題は前述のように社内弁護士と社外
弁護士との差異からくるものといえよう。この問題の背景として，サバド・
（11）
ガースソ共述の「社内弁護士対社外弁護士」で|ま次のように述べている。す
なわち，社内弁護士と社外弁護士との役割と態度のもう一つの根本的差異は，
進んで危険を犯すかどうかという点にあり，それは会社の一員として，社内
弁護士は行動志向型になりやすい。会社の最も重要な目標は利潤をあげるこ
とであるが，彼は自社の色々な目標や目的を達成するのを助けるという点に
重点を置く傾向にある。その理由は，かれは自社の利潤性と利害関係を有し
（12）
てし､るからである，と説いている。
この利潤性に依存するがゆえに，社内弁護士は，社外弁護士よりも時によ
り注意深くなる傾向があるとし，その理由として①社内弁護士には，弁護士
依頼人がたった一人しかいない。②現実に会社が被る災難は，直接的に自分
法規部長小論（大矢）７
に降りかかってくるからである。特に彼が自社の有力株主であったり，株式
買入選択者の立場にあった場合にはなおさらのことである，と。
アーバック教授は，個人の負担で社外の法律家を雇わない限り，不満を持
つ役員が社内弁護士の法律的見解に反論できる効果的な方法はないと説く。
企業の組織から独立すれば，客観性が生まれる可能性は高いという。また，
アーバック教授は，社外弁護士の自己の利益は，社内弁護士と大きく異なり，
社外弁護士は社内弁護士が会社の役員として利用できる補償制度には加入で
きない。また，社内制度の活用，キャピタル・ゲインの機会の利用といった
社内弁護士が通常受けているような特別な恩典にも浴しない。その代わり，
経営陣から充分離れた距離にいるために「ノー」と言ったり，その行為は間
違っており，法律的に認められないものであることを依頼人に助言できる地
位にあるという。つまり，社外弁護士のほうがトップマネージメントの企業
（13）
経営の意思決定における主観主義を排除すること力､出来ると言うのである。
これは単なる“社内弁護士対社外弁護士，，の問題ではなく社内弁護士に対
する社外弁護士の有利性の問題である。すなわち，企業の経営計画に参加し
た社内弁護士の客観性の問題は，社外弁護士の地位を認識したうえで，社内
弁護士と社外弁護士が“共同して事に当たる,，式の態度で，相手方の不利性
をカバーすると共に双方が相互に協力体制をとることにより社内弁護士の
客観性を維持することができよう。
“アーバックの法規部論，，では，1980年４月に開かれたアメリカ法曹協会
会社法務部会のフォーラムのダニェル・ホートソ氏（DanielHaughton)の
「経営陣の行為が納得できない場合，主席法規部員はこのこといついて批判
すべきか否かという問題について…“会社が行おうとすることが気にいらな
（１４）
いのであれば…どこか別の職をみつけるべきである，'」とし､う発言を紹介し
ながら社内弁護士の役割について論を進めている。すなわち，経営者の意思
決定に対し「ノー」とはいうべきでない，というこの所論は，社内弁護士は，
企業の経営戦略に参加すると客観性を失うという結論に結びつく。
（15）
この点につき，高石義一氏I土，論説「危機に堪えうる法務を」の中でトシ
８プ・マネージメントの主観的判断に対して，すなわち，違法な経営判断に対
しては，退社さえ範悟して俗にいう辞表を内ポケットに忍ばせても反対すべ
（16）
ぎだと主張してし､る。
同氏は，この論説の中で，トップ・マネージメントが経営の意思決定より
主観主義を排除するために，次の３点を強調されている。第１点，法律相談
案件が法違反ないし法的不利益を伴うような場合でも，単に「ノー」という
だけではなく，更に進んで如何にすれば法違反ないし不利益を回避しつつ，
依頼部門の目的を達成することができるかの代替案を探り，助言すべきであ
ると考えること。第２に，代替案のない絶対的な違法性を含んだ法律案件に
対しては，企業トップや部門長に対し説得し，断固として「ノー」という法
律意見を出すべきである。第３に，企業トップや部門長に対し「ノー」とい
う意見を出す場合にはその前に徹底した法的検討及び関係者との議論を尽く
すべきである。第４に，「ノー」という場合に，法規部長は自己の将来を犠
牲にし，退社さえ覚』悟しなければならないこと。同氏は，この四つの条件が
“危機に堪うる法務，’であると説く。このような法規部は，社内弁護士を会
社法規部の人的構成要素とする形態でこそ成しうるのではないかと思われる。
しかし，これに対して，アーバック教授は次のように述べている。すなわ
ち「…私が疑問に思うのは，経営者への昇格に興味をもって社内弁護士が，
戦略立案チームの一員と，独立した法律の批評家という二足のわらじを簡単
（17）
に履くことカミできるかどうかということである」と。
同教授は，経営首脳陣が，戦略計画の中の法的な問題点について専門家の
評価を望む場合は，私心がなく，利害関係がない弁護士以外では希望が叶え
られない。社外弁護士のなかに希望に叶う人がいるかも知れないし，社内弁
護士の中にもいるかもしれない。しかし，戦略計画に参加した社内弁護士が
希望に沿わないものであればその対象からはずすべきであると考えるべきで
（18）
あると説き，客観性はビジネスでは常に重要とは限らないし，知的客観性は，
社内弁護士が法律家および経営者として日々の職能を遂行する場合には必要
でない。最高経営責任者は「私がしてはならないことを教えてくれても困る。
法規部長小論（大矢）９
どうしたら出来るかを教えて欲しい」と言う。また，経営の将来政策を策定
する場合は，事情は異なる。弁護士としての立場は威圧的であり，目的には
少なくとも役立たず，不利益である。社内弁護士は，法律という木を見て，
事業という森を見ずに戦略的評価のある選択肢に反対をとなえることになり
（19）
力､ねない，い言う。
アーバック教授は，同論文の結論として，社内弁護士は，会社の戦略の立
案に当たっては，二足のわらじを首尾よく履くことが出来る。つまり，戦略
策定の過程においては，マネジャーとして効果的に参加し，それに続く法的
検討においては弁護士として客観的に決定を評価することができるという仮
定には疑問である。もし，社内弁護士が両方履ことすれば，戦略立案の進行
は頓挫させられたり，法的検討では必要なものを見落とす危険性がある。
経営者がその戦略計画を完成した後で社内弁護士が参加する場合は，求め
られる法律的客観性を保つ事ができる。実際はそうでないという場合は，社
内弁護士が戦略策定の過程で参加したとしても，最高経営陣は用心深い行動
から，取締役会の賛成を求める前に社外弁護士にその戦略を提示して法的検
（20）
討を求めることＩこなる，と結論づけている。つまり，社内弁護士に法律的客
観I性が保つ事ができなかった時には社外弁護士の法的検討を求めるところに
社内弁護士と社外弁護士の関係がある。前述したサバト・ガースン共述の
「社内弁護士対社外弁護士」で述べているように，ここに，社内弁護士の有
効性を発揮するために，理論的に一見不要と思われるいわば部外者である社
外弁護士をいわゆるピンチヒッター論ではなく，むしろ積極的に活用してい
ることの存在意義がある。会社法規部の出現とその拡張が社外弁護士を効率
（21）
的に活用することIこより，実効性を高めることになる。
(1)大矢「社内弁護士」(1)～(3)比較法制研究１号，２号，５号国士舘大学比較法
制研究所(1976～7,1981)。
(1)の２大矢「完全なる会社法規部」『法と社会山」１頁以下所収国士錆大学法学
会(1988)。
(2)シカゴ大学のルエリン元教授は，「法律家の仕事は『本質的には経`筥（mana
gement）を企画し組織すること」であり，その『職業の本質」は，法律解釈に
1０
親しませることでなく，「如何なる分野の如何なる物事でもやりおおせることの
できる実際的・効果的・説得的・創造的な技術にある」と述べている（道田信一
郎『アメリカのビジネスと法」６頁有信堂(1964)。
(2)の２大矢「会社法規部の役割」国士舘法学22号５頁以下(1990)。
(3)CharlesS，Maddock，ＴﾉﾉCCCγPCγα"0〃ＬａｚｕＤ⑳αγ/”c"/，Harvard
BusinessReview30，pppll9-139（1952)。本論文を以下「マドヅクの会社
法規部論」という。
(4)Maddock；opp，Cit.，pl21，
(5)Maddock；ｏｐ，Cit.，ppl21-5,マドック氏は，本論文で完全なる会社法規部
を持つことの有利性（advantages）と不利性（disadvantages）を説いている
とし，企業が会社法規部を持つことは，いくつかの不利益もありうるが一般的に
は著しい利益を与えていると説く。
(6)Maddock；opcit.，pl22，
(7)Maddock；ｏｐ，Cit.，ppl22-5
(8)道田「前掲」３５～６頁。
(9)Auerback；ｏｐ，Cit.，pp80，
(10）Auerback；ｏｐｃｉｔ.，ｐ80,
(11）GeorgeM,SzabadandDanielGersen，ｂＭ！ｅＶＳＯ"/s伽，ＣＯ""Sc/，
theBusinessLawerVol28，pp235：2510972）
大矢息生「社内弁護士社外弁護士」〈Reviw＞
(12）SgabadGersen；opp，Cit.，ｐ245,
(13）Auerback；ｏｐ，Cit.，ｐ85,
(14）Auerback；ｏｐ，Cit.，ｐ83,
(15）日本アイ・ビー・エム㈱常務取締役（法務担当）
(16）ジュリスト857号45頁（1986)。「会社法規部の役割」国士館法学22号７頁以
下。
(17）Auerback；ｏｐ，Cit.，ｐ84,
(18）Auerback；ｏｐｃｉｔ.，ｐ86,
(１９）前掲<注18＞参照。
(20）前掲<注18＞参照。
(21）前掲〈注12＞参照，大矢「社内弁護士対社外弁護士」比較法制研究第９号1３
９頁(1980)。
３法規部長の役割
(1)会社法規部長の要件
法規部長小論（大矢）１１
前述のアーバック教授の論文は，企業の経営計画・経営戦略に参加する社
内弁護士（法規部長）は，客観性を失うのか否を主たる問題点としたもので
あった。これに対して，クリードン氏の論文は，経営最高責任者(ＣＥ.Ｏ）
が社内弁護士としての法規部長に求める要件という視点から法規部長の役割
を論じたものである。同論文では，その要件として前述のように，高い品性，
（１）
傑出した法律的才能，鋭し､事業洞察力をあげている。
（２）品性・法律的才能．鋭い事業洞察力
クリードン氏は，法規部長の第１の要件として高い品性（moralcharac-
ter)をあげている。高い品性は，いかなる公企業の法規部長においても絶対
的な要件であるといいこの高い品性一道徳的標準について次のようにノー
（２）
マン・レッドリッチ（NormanRedlich）の論文を弓|用して説いている。
「社会は国家の道徳の低下の原因の多くについて，法律家は責任を持
つべきであると指摘し，我々にその責仕を負わせようとしている。そし
て法律の専門家には，この責任を負うことから逃れられる方法はない
という事実に憤慨することがよくある。我支はこの責任を避けるために，
政治生活や会社生活の中で，かなり重要な役割を演ずる…我為が高い専
門的水準に従って生活し，同時に生活を立てるよう期待されていること
は，責任があると共に光栄でもある。我々は寺院に住糸ながら，市場を
非難出来るような高級聖職者を抱えている訳ではない。我々は寺院の標
（３）
準を市場に導入し，そこで我々の取弓|を行わなければならない｡」
このレヅドリッチ氏の法律家のための道徳的標準（moralstandard）は，
法規部長とてその例外ではないと論じている。
クリードン氏は，法規部長の第２の要件として,傑出した法律的才能（leg
alability）をあげている。かつてＡＢＡのフォーラムで，法規部長の役割
との関係でその本質を１egalbackgroundをもったビジネスマンか，それ
ともgoodbusinesssenseを持った法律家と承るべきかが問題となったこ
とに関連して，「法規部長は何をさしおいても，優れた法律家であると同時
に立派なビジネス・センスを身につげていなければならない」と述べている。
1２
また「法規部長は聡明であると同時に，勤勉で，積極的，創造的，自立的で
（４）
忠実でなくてl土ならないし，優れた判断力を持っていなければならない」と
いう。
クリードン氏がいう，法規部長の「積極的」とは，主として，法規部長は
予防法務を実行すべきであって，治療法務の実行者であってはならないと
いうことである。法規部長は，全般的に会社の事業の本質を知る機会を持っ
ているだけにそれが可能である。法規部長の「創造的」とは，トップ・マネ
ージメントに対し，法律的問題に対して，新しい解釈を施さなければならな
いということである。これは，戦略法務の企業内での実践化につながるも
のであり，積極的と創造的な法規部長の役割は，会社法規部長として“法の
（５）
予言者”といえるであろう。それは，“依頼者に間違った道を歩ませてはな
らない，，という役割ともいえよう。法規部長の「自立的」とは，法規部長は
いかなる外的な利害や影響にも妨害される享なく，自分で最善の法的判断に
（６）
会社Iこ提出しなければならない，ということである。
クリードン氏は，法規部長にこのような役割を認めると，法規部長が自分
の会社の取締役会のメンバーでありながら，自主性を保持できるのかどうか
という疑問点を提供している。ここに，前述したアーバック教授の提起され
た問題点である“企業の経営計画に参加する社内弁護士は客観'性を失うか，，
という問題と同一の問題点に帰結する。すなわち，自立的と客観性が一致す
るのである。クリードソ氏は，法規部長が会社の取締役会の席に座るべきか
どうかは，“判断の問題，，としながらも，メトロポリタン社ではこれを積極
（７）
的に解し，法規部長I土取締役会には就任させないと結論づけている。
クリードン氏は，法規部長の第３の要件として，鋭い事業洞察力（Busin-
essacumen）をあげている。すなわち，法規部長はいうまでもなく，基本
的には傑出した法律家でなくてはならないが，それと同等に優れた経営者で
（８）
なければならなし、と言う。
すなわち，法規部長に要求される事業の才能には二面性，つまり２つの顔
がある。一つは，法規部を担当するマネジャーあるいは経営者としての法規
法規部長小論（大矢）１３
部長であり，もう一つは，企業経営全体における政策決定に助言を与える経
営者としての法規部長である。クリードソ氏は，前者は，優秀な法規部長で
あるためには問題があり，後者にはないと言う。法規部長が経営者の企業経
営上の意思決定に法的助言を与えることは良いことである。しかし，大企業
の法律事務や法規部の管理は大きな仕事になる可能性がある。すでに－社で
も社内弁護士を900人以上も擁する様な大型法規部の出現は，法規部の管理
が経済的に問題となる。かかる面からも法規部長は，一流の経営者でなけれ
ばならない。法規部長の能率は企業の多額なコスト節約を創造するからであ
(11）
る。
このコスト節約のためには，傑出した社内弁護士や補助職員（Support
persnnel）を採用することも法規部長の責任であると共に，その採用した
（12）
部下力:より大きな責任を持てるよう啓発する責任も有るという。
クリードソ氏は，本論文の結論として，法規部長は，そのあるべき役割を
果たすためには，マハトマ・ガンジーの道徳的清廉と，ディーソ・ヴァソダ
ーピルトの法律的叡知，アソドリュー・カーネギの事業洞察力を兼ね備える
必要があると述べている。
（１）なお，本論文は1983年５月１３日，ニューヨーク大学ロースクール（New
YorkUniversityLawScool）の年次同窓会の晩餐会の席で，クリートン氏
によって発表された演説の要旨をまとめたものである。Greedon；ｏｐ,Cit.,ｐ25,
（２）NormanRedlich，LazUyeγs，ノカｅノe”んａｊｚｄノノｉｅＭ７γﾉＭＰｍｃｅ,Ｂｕｓｉｎ
ｅｓｓＬａｗｙｅｒｖｏＬ３０，ｐ6５（specialIssue，（1975)，
（３）Greedon；ｏｐ，Cit.，ｐ25,
（４）Greedon；ｏｐ，Cit.，ｐ26,
（５）アレンＤ，チョーカ氏は，「社内弁護士の役割」の中で，社内弁護士が演ずろ
７つの役割として次の事項をあげている。
第１に，職人としての役割
第２に，管理者としての役割
第３に，探偵としての役割
第４に，教育者としての役割
第５に，翻訳者としての役割
第６に，予言者としての役割
1４
第７に，完全主義者としての役割
このチョーカ氏の‘`予言者としての役割，がクリードン氏がいう‘創造的，，とい
う言葉に包含するものといえよう。関西生産性本部『アメリカにおける経営法務
の実態」－渡米経営法務視察団報告書(1972)。
(6)Greedon；ｏｐ，Cit.，ｐ27,
(7)前掲〈注６〉参照。
(8)Greedon；ｏｐ，Cit.，ｐ28,
(9)Greedon；ｏｐ・Cit.，ｐ29,
(１０）ＴﾉﾉＧＩ"-HO"Ｓｃ此gzzﾉ上Ｓｍ/:/芯,Ｎ､Ｙ・Times,Ａｐｒｉｌ５．（1982）
(11）前掲<注９＞参照。
(12）Greedon；ｏｐｃｉｔ.，ｐ30,
(13）Greedon；ｏｐ，Cit.，ｐ31,
４結び
以上，クリードン氏の法規部長論およびアーバック教授の社内弁護士とし
ての法規部論についての紹介(review）し，その内容について若干の検討を
加え私見の一端を述べてきた。
クリードソの法規部論では，その論文の結論に述べているように，法規部
長は，マハトマ・ガンジーの道徳的清廉と，ディーン・ヴァンダーピル卜の
法律的叡知，すなわち，傑出した法律的才能，アンドリュー・カーネーギの
事業洞察力を兼ね備える必要があるという。そして，事業洞察力に関連して，
法規部長は一流の経営者でなければならないと説く。
一流経営者は,企業経営の意思決定においては,客観主義を無視または軽視
して経営判断が法律判断に優先してはならない。経営判断を法律判断に優先
した主観主義においては予見される「法的危険の回避」（1egalriskmanage-
（１）
ment）は不可能であるからである。しかし，法規部長lま取締役会の構成員
であり，取締役会に参加し企業の経営計画に参画した場合，いかに有能な社
内弁護士としての法規部長であっても，その意思決定に法律上の客観性を失
うのではないかという問題点を提起される。つまり，企業経営の意思決定に
おける主観主義の排除が難しいのではないかという疑念が残るというのであ
法規部長小論（大矢）１５
る。
この点について，アーバック教授が問題点を提起している。すなわち，法
規部長は，優れた法律家と鋭い事業洞察力を有する経営者という二足のわら
じを履くことができるのか？という問題である。同教授は，社内弁護士とし
ての会社法規部長は，会社の戦略の立案に当たっては，二足のわらじを履く
ことには疑問視されているが，法規部長は優れた法律家であると同時に優れ
た経営者でなければならないのであり，この優れた経営者は，リスクレス・
マネージメントが本質的に要求され，トップ・マネージメントの企業経営の
意思決定から主観主義を排除すべきである。主観主義を排除して客観主義を
維持できる会社法規部長を擁する法規部こそ，リーガルリスク・マネージメ
ント（legalriskmanegement：Ｌ・ＲＭ）を実践化する戦略法務的会社
（２）
法規部の創造が可能となろう。この点についての詳細な私見Iま別稿に譲る。
（１）大矢「会社法規部の役割」国士舘法学22号５頁以下，高石「危機に堪えうる
法務を」ジュリスト857号45頁。宮野準治「法規部署の役割責任と求められる能
力」季刊経営と法律76号16頁以下。
（２）大矢「会社法規部長の役割」国士舘法学24号(1992）（予定）
Fugau，Haughton＆Topol；Ｗ力α'ＣＥＯ,ｓＥｘＰｅｃｔｏ／ｒＭγＣＯγPCγαr2
LazUyeハ：TheBusinessLawyerVoL36・pp605-613（1981)，
